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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

一連の研究は、企業の大規模化に異を唱える新しいパラダイムの再考を目的とした。

その潮流は、 1960 年代の実証研究に発し、 Chesb rough の「オープン・イノベーション」

と Lang lo is の「消えゆく手」仮説に継承される。対する Veb len に発し Galb ra i th に繋が

る潮流を旧来のパラダイムと捉えて、新しいパラダイムの反証を試みた。方法として、

先行研究を援用して、欧州連合が公開する  Indus t r ia l  R&D Inves tmen t  Sco reboard を基に、

日米比較分析を行い、直近の米国企業のダイナミクスは、旧来のパラダイムに中心的傾

向があるものと結論した。実証研究の新たな知見として、研究開発集約度（売上高に対

する研究開発費の比率）の分解モデルから日米差（米国が大）が拡大しつつある現状を

明示した。  

 

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔  ガルブレイス仮説 〕 〔R&D intensity decomposition 〕 〔  日米比較分析 〕 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

１．研究の背景  

2015 年、2016 年に相次いだ巨大企業の統合計画は、少数の巨大企業が現代産業の技術

革新を担い、経済発展の要とする Galbra i th (1952)の『米国の資本主義』を想起させる。

この潮流は、21 世紀初頭のエレクトロニクス産業を事例に新しいパラダイムを提唱した

Lang lo i s (2003)と Chesbro ugh(2003)の主張と必ずしも整合しない。  

半導体産業において、2015 年に実施及び発表された買収総額は、平年の 10 倍以上に及

ぶ。高騰する研究開発費を背景に大規模な業界再編が始まりつつある。同産業が与える

広範な影響と昨今の研究開発の動向を鑑みて、研究開発集約度の高い産業群は、新しい

パラダイムを反証するものと推論する。本研究は、研究開発を行う企業は、 企業統合に

よる集中化・大規模化を進めると仮定するものである。  

 

２．実証研究１  

 

「企業規模と研究開発の関係について ―Worldwide  TOP1000 2005 -2014 の実証分析 ―」  

『組織学会大会論文集』 Vol .5 (2016)   

 

本論文は、 Indus t r i a l  R&D Inves tmen t  Sco reboard から主要 7 産業（以下）に限定して、

研究開発費の世界ランク上位 1000 社を抽出し、 2005 年度から 2014 年度の研究開発費の

売上高弾力性を式（１）にて導く。被説明変数を国別の研究開発費合計 𝑦𝑡、説明変数を国

別の売上高合計 𝑥𝑡、誤差項 𝑢𝑡として、最小二乗法により弾力性 b を推定する。  

log  𝑦𝑡= log  a+  b  Log  𝑥𝑡+ 𝑢𝑡 (  t=2005 ,… , 2014 (n=10)  )・・・（１）  

 

① Aerospace  & Defense、② Automob i l es  & Par ts、③ Chemica l s、④ Genera l  Indus t r ia ls、  

⑤ Indus t r ia l  Eng ineer ing、⑥ Pharmaceut ica l s  & Bio techno logy、  

⑦コンピュータ・エレクトロニクス関連産業  

Sof twa re  and  Compu te r  Se rv ice、 Techno logy Hardware  & Equ ipment  

E lec t ron ic  & Elec t r ica l  Equ ipmen t、 Le isure  Goods  

 

次に、弾力性と研究開発集約度（売上高に占める研究開発費の割合）並びに営業利益

率の関係を整理した。研究開発集約度と営業利益率は、 2005 年と 2006 年、 2013 年と

2014 年の研究開発費、売上高、営業利益の合計値から算出した。結論として、式（１）

にて弾力性が 1 .1 を超える、即ち研究開発集約度を高めた米国、ドイツ、スイスで営業

利益率の上昇が観られる反面、弾力性が 1 を下回る（研究開発集約度が上昇していな

い）日本は営業利益率の伸びが小さいことが判明する。 1960 年来、研究開発費の売上高

弾力性は「ガルブレイス」仮説を考察する方法の一つであったが、単年度の検証ではな

く、時系列分析によって 10 年間の変化を捉える点に本研究の特徴と意義がある。  
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３．実証研究２  

 

The co rpora te  R&D in tens i ty  gap  be tween  the  USA and  Japan ,  

 Journal  o f  Management  Sc ience .  （ 2017 年 3 月末発行）  

 

RDI（研究開発集約度）は、売上高（もしくは付加価値）に対する研究開発費の比率

を差し、企業に置いては経営上の主要な指標の一つであるとともに、昨今で は国際比較

や政策上の数値目標に掲げられる。 RD I は、重要度の割に「 RDI 分解モデル」の研究は

少なく、本論文は Moncada -Pa te rnò -C as te l lo (2016 )を応用して、 RDI の日米差を明らかに

することを目的とする。分解モデルの基本的なコンセプトは、 RDI の差を構造的影響

（産業構造など）と固有の影響（企業独自の要因）に分けて、どちらの影響が支配的

か、どの産業の影響度が高いかを明らかにすることを意図する。基礎資料は、実証研究

１と同様とし、対象年度は 2005 年度と 2014 年度として、次の式（２）から日米差の変

化を求める。  

 

𝑹𝑫𝑰𝑿 − 𝑹𝑫𝑰𝒁 = (𝑹𝑫𝑰𝑿 − 𝑹𝑫𝑰𝒀) − (𝑹𝑫𝑰𝒁 − 𝑹𝑫𝑰𝒀) 

= (∑ 𝑹𝑫𝑰𝒚, 𝒊𝒊  (𝑺𝑿,𝒊 − 𝑺𝒚,𝒊 ) +  ∑ 𝑺𝒙, 𝒊𝒊  (𝑹𝑫𝑰𝑿,𝒊 − 𝑹𝑫𝑰𝒚,𝒊 ))― (∑ 𝑹𝑫𝑰𝒚, 𝒊𝒊  (𝑺𝒛,𝒊 − 𝑺𝒚,𝒊 ) +  ∑ 𝑺𝒛, 𝒊𝒊  (𝑹𝑫𝑰𝒛,𝒊 − 𝑹𝑫𝑰𝒚,𝒊 ))                  

…（２）  

 

X：日本企業、 Z：米国企業、 Y： R&D 上位 1000 社、  

i：サイエンス型産業の 7 種（実証研究１の７種と同じ）  

S：産業別の売上高占有率（当該国、上位 1000 社）  

 

 結論として、本研究は以下の仮説を立証するものである。  

H .1 : RD I の高い産業において、 RD I の日米差は、直近の 10 年間で拡大した  

H .2 : 構造的影響に限らず、固有の影響も日米差の重要な要因である  

H .3 : コンピュータ・エレクトロニクス産業が日米差を拡大させた主因である  

 

４．書籍『経営のルネサンス―グローバリズムからポストグローバリズムへ―』  

第二章  オープン・イノベーションのジレンマ  

 

半導体産業の事例をもとに Chesb rough(2003)の『オープン・イノベーション』を再考す

る。彼が指摘した通り、社外の知識の獲得する重要性が今日は高まっている 。多様性は、

イノベーションの源泉であろう。但し、その方法は M&A をする場合としない場合の二通

りある。前者が選好されるのであれば、旧来の「クローズド・イノベーション」に回帰す

ることになり、新しいパラダイムは、潜在的に旧パラダイムに繋がる問題を内包する。  

本章は、新興のファブレス企業が数多くの M&A によって規模を拡大した事実を示し、

半導体産業のダイナミクスは、「クローズド・イノベーション」と「オープン・イノベー

ション」が同時に進行した点を指摘する。対照的に、日本の半導体メーカーは、M&A も

専業化も選択せず、このことが相対的な地位低下に繋がったと一因と考えられる。  
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